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日本ではノーベル賞を多 く受賞する大学 として知 られ
ています。





さて、振 り返 ってみます と、第二次世界大戦後の日
本におけるカ リキュラム改革の歴史
は、常にそれぞれの時代の学力問題 と学力調査が契
機 となって、展開 してきました。現代の日本で進行 し
てい るカリキュラム改革も、1999年 か ら始まった 「学
力低下論争」を契機 としています。そ して、2008年 に
はナシ ョナル ・カ リキュラムである 「学習指導要領」
が改訂 され、文部科学省 は 「ゆとり教育」政策から 「学
力向上」政策へ と大きく方針 を転換 しました。 この改
革論議の最中に、2007年 か ら実施 されるようになった
「全国学力 ・学習状況調査」は、今 日のカ リキュラム
改革 とともに教育評価研究に大きな影響 を及ぼすこと
になりました。
本 日は、 「全国学力 ・学習状況調査」を分析す るこ
とを通 して、現代 日本で行われている教育改革の特徴
とともに、今後の課題を明 らかに したい と思います。







日本では、1999年 か ら 「学力低下論争」が開始 さ
れました。その論争を象徴する本が、1996年6月 に出
版されま した。その本の名前は、『分数ができない大学





導要領における 「ゆ とり教育」政策にある との批判へ
と発展 していきます。教育現場ではいわゆる 「読み ・
書き ・算」の基礎学力向上をめざす ドリル学習が盛ん
とな りま した。このような 「ゆとり教育」政策への批
判的な状況に呼応す るよ うに、文部科学省か ら2002
年には 「学びのすすめ」とい うア ッピールが出され、
教育課程行政の転換が始ま りま した。
ところで、この度の 「学力低下論争」においては、
過去にはなかった新 しいインパ ク トが加わ りました。
それがPISAの 調査結果であ り、PISAが 採用 した学力
の 「活用力」を意味する 「リテラシー」概念が注目を
受けることにな りま した。ご承知のように、PISAが 提
起 した 「リテラシー」は今やグローバル ・スタンダー
ドとして、各国の教育政策に影響を与えています。 日
本 においては、 とくに2003年 に実施 された第2回
PISAの 結果 に注 目が集ま りま した。日本の生徒は科学
や数学の分野では国際的に トップ ・クラスの成績で し





当初いわゆる 「読み ・書 き ・算Jの 基礎学力が低下 し
てい るとい う指摘から出発 しました。その後、PISAに
おける 「リテラシー」概念の影響を受 けて、学力の発
展性を示す 「活用力」を重視す るとい う展開となって
いったのです。
2007年 か ら実施 され るよ うになった 「全国学力 ・
学習状況調査」は、全国の公立小学校のすべての6年
生 と、同じく公立中学校のすべての3年 生を対象 とす
る、きわめて大規模な 「悉皆調査」です(私 立学校に
ついては、調査を希望する学校が参加 しています)。調
査項 目としては、国語 と算数 ・数学の学カテス トとと
もに、児童生徒の学習意欲、学習環境、生活習慣、さ
らには学校での指導方法や設備の整備状況も調査 され
ています。 とくに注 目しておきたいのは、学力テス ト
の構成が、A問 題(「 知識」に関する問題 一基礎的 ・
基本的な内容)とB問 題(「 活用」に関する問題 一実
生活を想定 した場面で知識 を活用 して答えを出す内
容)と なっていることです。 この間の学力問題が明ら
かに反映 したものになっています。ちなみに、一回の
「全国学力 ・学習状況調査」には、約60億 円が費や さ
れています。












性」を確保す るために、 「標準テス ト」や 「客観テス ト」
を使用 してきました。すなわち、「標準テス ト」や 「客
観テス ト」 においては、いつどこで誰が実施 して も、
評価結果の一貫性が保証 されるか らである。 しか し、





されてきま した。つまり、 「信頼性」と 「妥当性」の関
係は、相対立する関係であると理解 されてきたのです。
しか しなが ら、1980年 代の後半から、アメリカで主
張され るようになった 「真正の評価」論 と、その代表
的な評価方法である 「パフォーマンス評価」は、この
「信頼性」 と 「妥当性Jの 関係 に新たな光を投げかけ
ることになりました。 この 「真正の評価」論 と 「パフ
ォーマンス評価」は、PISAの 問題作成 に大 きな影響を
与えました。そ して、PISAが 日本における 「全国学力 ・
学習状況調査」のB問 題に影響を与えたのです。
「真正の評価」論 とは、評価 を行 う文脈が実際の生
活 を反映 したものでなけれ ばならないとい う主張です。
または、実際の生活で起 こるリアルな課題に子 どもた
ちを取 り組ませ ることによって、子 どもたちの学力を
評価 しよ うとする考え方です。 「標準テス ト」や 「客観
テス ト」では、作為的な問題が出され ることが多 く、
このような問題 を解けたからといって、子 どもたちに
は 「生きる力」に結びつ く学力は形成 されないと考え
るのです。
ところで、 「真正の評価」論は、子 どもたちの生活
の文脈に即 して問題作成を行 うことか ら、子 どもたち
にとっては親 しみやすい問題場面にな ります。しか し、
問題場面が親 しみやすいとい うことは、その問題 が簡





合もあります。子 どもたちには、必要 とす る情報 を選
び出して、どのよ うな知識や法則を使 って解けるのか
を判断するとい う、高次な学力が要求 され るのです。




ここでは 「平行四辺形の面積を求める」 とい う学力
が、評価の対象 となっています。A問 題では、「底辺」
と 「高さ」の長 さが書かれた 「平行四辺形」が示され
て、面積を求めることにな ります。 この問題は大変に
平易で、正答率が96%で した。 しか し、B問 題では、
さまざまな数値が書き込まれた 「地図」が示 されて、
そこに位置する 「平行四辺形Jの 公園の面積 と 「長方
形」の公園の面積を比較 して、大きい方の公園はどち
らかを答え、その理由を書くとい う問題が出されま し
た。その結果は、18.2%と い う大変に低い正答率で し
た。その大 きな原因のひとつは、 「地図」に 「平行四辺
形」の 「斜辺」の長 さが示 されていて、34.4%の 子ど
もたちが 「底辺」 と 「斜辺」を掛けて面積を出 してい
ました。つまり、現実の世界は、本来は情報が過多で
あって、その図形を 「平行四辺形」と判断 してよいの





は、2007年 に実施 された 「全国学力 ・学習状況調査」
で有名になった中学校の国語のB問 題です。この問題




ご承知のように、PISAに 類似 の問題があ り、それに
影響 されたものです。 日本における従来の国語教育で
は、テキス トの主題を解釈 させたり、登場人物に共感
させ るよ うな指導が行われていました。 このよ うな国
語教育に対して、著名な芥川龍之介の作品構成を批判











び得たことをさまざまなメディアを使 って表現 させ る
とい う方式を採 ります。そのメディアとは、文字によ
る表現だけでなく、図やグラフや絵 とい う表現 もあ り、
さらには実際に演出するとい う表現もあ ります。 この
よ うなメディアを通 じての 「表現」によって、いわゆ
る 「生きる力」としての学力を測ろ うとするのです。
「平行四辺形」の面積 を求めるB問 題では、大きい面
積であると「判断 した理 由」を書 くことを求めてお り、
芥川龍之介の作品構成を批判的に読 ませる問題で も
「判断 した理由」を書 くことが求められています。 こ
の 「判断 した理由」を子 どもたちが書けるためには、
算数 ・数学や国語の教科内容を深 く理解 しているとと
もに、その理解 したことを伝 えるためには 「メタ認知
能力」が形成 されていることが必要で しょう。つま り、
高次な学力が求められ るのです。
このように、 日本における 「全国学力 ・学習状況調
査」は、PISAの 影響を受けて、「真正の評価」論や 「パ





す るのかとい う課題です。実のところ、 日本 における




















3段 階か4段 階の 「尺度」を設定 して、それぞれの 「尺
度」には、子 どもたちが 「判断 した理由」を書いた文
章の質的な特徴 と、それを典型的に示 している子ども
の作文例が付 されていることが必要です。 このような
「ルーブ リック」が周到に準備 されてこそ、「パ フォー
マンス評価」は 「妥当性」 とともに 「信頼性Jを 確保
することになるのです。
もうひ とつの課題 は、「パフォーマンス評価」は 「全






を、ビジュアルなパネルを作成 して、わか りやす く説
明して下さい」とい う 「パフォーマンス課題」が提起
され ます。この場合には、「学芸員」になった子 どもた





このことを強調す るのは、PISAや 「全国学力 ・学習
状況調査」で出題 された問題が解けされば、高次な学
力の目標である、「活用力」としての 「リテ ラシー」が
完全に形成 されたとは言えない とい うことです。子 ど
もたちが高次の学力を本当に身につけたか どうかを捉
えるためには、 「紙と鉛筆」で回答を求めるテス ト形式




















文部科学省(当 時は文部省 と呼称)は 、1960年 代の初
めに、中学生を対象とした学力に関す る 「悉皆調査」
を実施 した ことがあ ります。その結果、学力調査にお
ける 「日本一」をめざして、教育現場は過激 な競争を
行いました。その中で、事前にテス ト問題を生徒に漏
らしたり、成績の悪い生徒をテス ト当 日に休むよ うに





競争す ることが 目的ではな く、学校教育を改善するこ








に対 しても、考えな くてはならない課題を提起 しまし
た。
確かに、「パフォーマンス評価」は、「標準テス ト」
や 「客観テス ト」に対 して、質の高い学力を測ること
ができるとい う点で、優れた評価方法です。 しか し、
国家が実施する 「悉皆調査」に 「パフォーマンス評価」




結果 として、高次の学力を形成す るための地道な 「授
業研究」が軽視 されます。また、教育現場では 「紙 と
鉛筆」 とい う形式に縛 られた 「パ フォーマンス評価」
しか視界に入 らなくな ります。このような 「パフォー
マンス評価」が置かれた状況では、「生きる力」に結び




たちは、評価行為に 「参加Jす る権利があるとい う主
張です。最近では、 このようなアプローチは 「参加型
評価」 とい うネー ミングで知られ るようになっていま
す。
従来の評価場面では、「評価する人」 と 「評価 され
る人」は不平等な関係であって、「評価 される人」は「評
価する人」の規準や評価方法に従属 しなくてはな りま







意形成を促そ うとす る行為です。 「モデレーシ ョン」は、
まずはスタンダー ドとしてどの ような教育 目標を設定
す るのかについて、教育研究者や教師や保護者たちの
意見が反映すべきことを求めます。そして、どのよ う
な評価方法を採用するのかについて も、 「モデレー シ
ョン」が必要です。 さらには、「パフォーマンス評価」
の 「信頼性」を確保するために必要な 「ルーブ リック」
を設定す るためには、子 どもたちの 「パフォーマンス」
をどのように段階づ けて「尺度」にするのかについて、





を素材に して、教師 と子 どもたちが 「モデ レーション」
を行っている場面なのです。
このよ うに評価場面で 「モデ レーション」が行われ
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るようになると、評価行為が固定化 したり、画一化 し
た り、形骸化す ることを防ぐとともに、真 に教育実践
を改善するための評価行為のあ り方を追求することが
できます。また、「モデ レーション」は、それに参加 し
た人々の専門性(つ ま り 「評価 リテラシー」)を 高める
ことにもなります。 「全国学力 ・学習状況調査」が実施
されたことによって、「stakeholderア プローチ」 とそ
れを支える 「モデ レーシ ョン」の役割がますます強 く
自覚 されています。
以上、 日本で実施 され るようになった 「全国学力 ・
学習状況調査」が、教育評価研究に
投げかけた課題を考察 してきま した。そ こでは、高
次の学力 を測 る 「パフォーマンス評価」の意義 ととも
に、それが本来の役割 を果すための条件としての 「モ
デ レーション」の重要性を指摘 しま した。この 日本で
の経験が、アジアの教育改革に少 しで も参考になれば
幸いです。 ご静聴ありが とうございました。








田 中 耕 治.(2008),教 育 評 価.岩 波 書 店.






(本 稿 は 、2009年10月29-30日 に 開 催 さ れ たThe10`h
InternationalConferenceonEducationalResearchby
EducationResearchInstituteofSeoulNationalUniversity
に お い て 発 表 し た も の で あ る)。
(教 授)
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